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○朝霞市防犯活動推進補助金交付要綱 

平成17年８月１日要綱 

改正 

平成19年４月１日 

平成21年２月１日 

平成26年４月１日 

平成30年３月23日要綱第30号 

令和３年４月１日要綱第54号 

朝霞市防犯活動推進補助金交付要綱 

（目的） 

第１条 この要綱は、犯罪を防止するために行う防犯活動を組織的に実施する団体に対して、予算

の範囲内において補助金を交付し、もって地域における防犯活動の推進に資することを目的とす

る。 

（交付対象団体） 

第２条 この要綱により補助金の交付を受けることができる団体とは、規約、会計等を有する市内

に所在する次に掲げるものとする。ただし、活動の範囲が市域を超えるものは除く。 

(１) 自治会、町内会 

(２) 自主防犯団体 

(３) その他市長が対象として認めた団体 

（交付対象事業） 

第３条 交付対象事業は、次に掲げる事業とする。 

(１) 防犯パトロールを目的とした資機材購入事業 

(２) 防犯に関する学習事業 

(３) 防犯に関する啓発事業 

(４) その他市長が対象として認めたもの 

（交付対象外事業） 

第４条 次に掲げる事業は、交付対象外とする。 

(１) 補助を受けようとする事業が、専ら営利を目的とし、又は特定政党若しくは宗教的団体等

を支援する疑いのあるもの 

(２) 補助を受けようとする事業が、他の制度の補助対象となっているもの 
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（交付対象経費等及び補助金額） 

第５条 交付対象経費及び交付対象外経費は別表に掲げる経費とし、補助率は補助対象経費の５分

の４、補助金額は８万円を限度とする。 

２ 補助金額は千円単位とし、端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。 

（補助金の交付方法） 

第６条 補助金の交付は、各団体について一会計年度に１回とする。 

（補助金交付申請） 

第７条 補助金の交付を受けようとする団体の代表者は、次に掲げる書類を添えて、朝霞市防犯活

動推進補助金交付申請書（様式第１号）を市長に提出しなければならない。 

(１) 実施計画書（様式第２号） 

(２) 収支予算書（様式第３号） 

(３) その他市長が必要と認めた書類 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の申請を受けたときは、当該申請に係る書類を審査し、適当と認めたときは

交付を決定し、朝霞市防犯活動推進補助金交付決定通知書（様式第４号）により申請者に通知す

るものとする。 

（実績報告） 

第９条 補助金の交付決定を受けた団体の代表者は、事業が完了したときは、次に掲げる書類を添

えて、当該会計年度の末日までに朝霞市防犯活動推進補助金実績報告書（様式第５号）を市長に

提出しなければならない。 

(１) 実施報告書（様式第６号） 

(２) 収支決算書（様式第７号） 

(３) 領収書の写し 

(４) その他市長が必要と認めた書類 

２ 市長は、前項に規定する書類の提出を受けたときは、これを審査し必要があると認めたときは、

資料の提出又は説明を求めることができる。 

（補助金の交付時期及び交付方法） 

第10条 市長は、前条に規定する書類を審査した結果、適当と認めたときは、交付すべき補助金の

額を確定し、これを朝霞市防犯活動推進補助金交付確定通知書（様式第８号）により自治会等に

通知するとともに、朝霞市防犯活動推進補助金実績報告書に記載された口座へ振込みにより交付
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するものとする。 

（補助金の返還） 

第11条 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めたときは、補助金の交付決定を取消し、補

助金の全部又は一部を返還させることができる。 

(１) 虚偽その他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(２) 補助金の交付決定の内容又はこれに付した条件に違反したとき。 

（書類の整備及び保管） 

第12条 補助金の交付を受けた団体の代表者は、事業に係る収入支出等を明らかにした帳簿を備え、

かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を整備保管しなければならない。 

２ 前項に規定する帳簿及び証拠書類は、当該事業の完了日の属する会計年度の翌会計年度から５

年間保管しなければならない。 

（委任） 

第13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成17年８月１日から施行する。 

附 則（平成19年４月１日） 

この要綱は、平成19年４月１日から施行する。 

附 則（平成21年２月１日） 

この要綱は、平成21年２月１日から施行する。 

附 則（平成26年４月１日） 

この要綱は、平成26年４月１日から施行する。 

附 則（平成30年３月23日要綱第30号） 

この要綱は、平成30年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年４月１日要綱第54号） 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要綱の施行の際現にあるこの要綱による改正前の様式による用紙については、当分の間、

これを取り繕って使用することができる。 
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別表（第５条関係） 

交付対象事業種別 交付対象経費 交付対象外経費 

(１) 防犯パトロー

ルを目的とした資

機材購入事業 

防犯パトロールに必要な資機材の購入費用 

（例）パトロール用ベスト、ジャンバー、帽子、

誘導灯、拍子木、笛など 

防犯パトロール員に係

る飲食代、手当など 

(２) 防犯に関する

学習事業 

防犯に関する講習会等の講師に係る費用、会場借

上料、講演会実施に必要な消耗品など 

（例）講師謝金、講師の交通費、マイクロフォン・

アンプ等の借上料、演台の花など 

講師への土産など 

(３) 防犯に関する

啓発事業 

防犯啓発用のチラシの印刷製本費、街頭に設置す

る防犯に関する看板等の作成費用など 

（例）防犯記事を掲載した自治会報などの印刷費

用、痴漢に注意等の看板作成費用など 

看板の取付けに係る費

用など 

(４) その他市長が

対象として認めた

もの 
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様式第１号（第７条関係） 
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様式第２号（第７条関係） 
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様式第３号（第７条関係） 
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様式第４号（第８条関係） 
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様式第５号（第９条関係） 
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様式第６号（第９条関係） 
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様式第７号（第９条関係） 

 



12/12 

様式第８号（第10条関係） 

 


